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官民対話
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官民対話とは

民間事業者と直接対話をして、事業内容や
事業スキーム等に関して、民間事業者の意
見や新たな事業提案の把握等を行うこと



増加する官民対話
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出典：日本PFI・PPP協会「サウンディング調査実施状況」から国土交通省作成

○ 現在、PPP/PFIの官民対話は多くの地方公共団体で行われている。



中小規模の団体における官民対話の普及が課題
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■ 団体規模別の官民対話、PFIの実施状況

○官民対話の実施状況、PFI実施状況ともに、「人口20万人未満の自治体」の取組割合が
少ない。

図中の割合は、下記の計算結果を示す

区分内の地方自治体総数

区分内の地方自治体の実施件数
(1団体1件でカウント)

出典：日本PFI・PPP協会「サウンディング調査実施状況」から国土交通省作成 国土交通省関連PFI事業から作成

地方自治体の規模別官民対話実施割合 国土交通省関連分野におけるPFI実施状況



官民対話の時期
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構想検討

基本計画策定

事業手法検討

公募要項検討

公募開始

事業者決定

事
業
発
案

事
業
化
検
討

事
業
者
選
定

事業発案時の官民対話
・民間事業者から見た事業の市場性の確認
・有効性や実現可能性の確認
・民間事業者のアイデアを把握

施設整備にあたっての事業手法
既存施設の運営手法
保有資産の活用 等

公募条件検討時の官民対話
・公募要項の作成に際し、事業者の参加意向や

事業者がより参加しやすい公募条件を把握する

事業者選定時の官民対話

・民間事業者から提案を受けるにあたって、要求水
準書等の解釈等を確認し、民間事業者への事業
の理解を深めるとともに提案の精度向上を図る



官民対話の手続き
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構想検討

基本計画策定

事業手法検討

公募要項検討

公募開始

事業者決定

事
業
発
案

事
業
化
検
討

事
業
者
選
定

対話実施の公表
（実施要領の作成・公表）

説明会等の開催

対話の実施

対話結果の公表

公募要項の確定

対話の申込・受付

地方公共団体等

○ 官民対話は個別の事業の必要性に応じて実施される検討プロセスの一つであり、法令
等の定めにはよらないことが一般的。

○ このため、多くの事例においては官民対話の実施に際して各事業で個別に実施要領
等を作成・公表し、その要領等に基づいて手続きを実施。

手続きフローの例



官民対話の流れとポイント
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対話実施の公表
（実施要領の作成・公表）

現地見学会・説明会等の
開催

対話の申込・受付

提案書等の提出

対話の実施

対話結果の公表

• ホームページ等で公表し広く周知
• 解決すべき課題や民間事業者から意見を求めたい事項を明記
• 適切なインセンティブを個別に検討
• 十分な情報提供や事前相談への対応

• 必要に応じて開催
• より実情に即した提案を求めるために有効

• 必要に応じて提案書の提出を求める
• 民間事業者の負担軽減に留意

• エントリーシートの受付
• 日程調整し、日時・会場を連絡

• 民間事業者からの提案内容や独自のノウハウに関して、
知的財産の観点から情報保護が必要

• 対話結果の概要を作成し、ホームページで公表
• 参加事業者の事前確認が必要
• その後の検討において、個別に追加質問も有効



官民対話の例① 恵庭市（北海道）

＜事業主体＞
恵庭市 （人口：約7.0万人（R2.8末現在））

＜対象施設＞
地域交流センター （H18.7オープン）

道と川の駅「花ロードえにわ」

運営改善・施設改修

＜事業概要＞ 花の拠点（はなふる） R2.7撮影

出典：恵庭市資料から国土交通省作成

地域交流センター（道と川の駅「花ロードえにわ」）
花の拠点整備エリア

施設
道と川の駅

「花ロードえにわ」

事業方式
都市公園法第 5 条
設置管理許可制度

契約金額
管理許可使用料

売上の8％
※最低保証 1,200万円/年

契約期間
管理許可期間：

10年
（H31.4～R11.3）
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官民対話の例① 恵庭市（北海道）

構想検討

基本計画策定

事業手法検討

公募要項検討

公募開始

事業者決定

事
業
発
案

事
業
化
検
討

事
業
者
選
定

対話実施の公表
（実施要領の作成・公表）

説明会等の開催

対話の実施

対話結果の公表

対話の申込・受付

H28.11 「「花の拠点」
基本計画」策定

H30.3.16

H30.3.29

H30.4.2～H30.4.13

H30.6.21

H30.4.23～H30.4.26

H30.8 地域交流施設運営管理事業者募集要項の公表

H30.10 事業者選定

H31.1 公園使用料等に関する基本協定締結
H31.2 都市公園法第5条に基づく公園施設管理許可協定締結

供用開始 H31.4 暫定オープン
R2.3 リニューアルオープン 出典：恵庭市資料から国土交通省作成 8



官民対話の例① 恵庭市（北海道）

対話実施の公表
（実施要領の作成・公表）

現地見学会・説明会等の
開催

対話の申込・受付

提案書等の提出

対話の実施

対話結果の公表

サウンディング型市場調査実施要領（抜粋）
H30.3.16

出典：恵庭市HP 9



官民対話の例① 恵庭市（北海道）

対話実施の公表
（実施要領の作成・公表）

現地見学会・説明会等の
開催

対話の申込・受付

提案書等の提出

対話の実施

対話結果の公表

説明会及び現地見学会
H30.3.16

H30.3.29

出典：恵庭市HP
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官民対話の例① 恵庭市（北海道）

対話実施の公表
（実施要領の作成・公表）

現地見学会・説明会等の
開催

対話の申込・受付

提案書等の提出

対話の実施

対話結果の公表

エントリーシート

H30.3.16

H30.3.29

H30.4.2
～H30.4.13

出典：恵庭市HP 11



官民対話の例① 恵庭市（北海道）

対話実施の公表
（実施要領の作成・公表）

現地見学会・説明会等の
開催

対話の申込・受付

提案書等の提出

対話の実施

結果の公表

提案様式

１．事業スキーム
２．施設改修
３．管理運営・サービス
４．本市施策への貢献

H30.3.16

H30.3.29

H30.4.2
～H30.4.13

H30.4.2
～H30.4.13

出典：恵庭市HP
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官民対話の例① 恵庭市（北海道）

対話実施の公表
（実施要領の作成・公表）

現地見学会・説明会等の
開催

対話の申込・受付

提案書等の提出

対話の実施

対話結果の公表

H30.3.16

H30.3.29

H30.4.2
～H30.4.13

H30.4.2
～H30.4.13

H30.4.23
H30.4.25
H30.4.26

対話（イメージ）

民間事業者（提案、助言）

自治体（相談）
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官民対話の例① 恵庭市（北海道）

対話実施の公表
（実施要領の作成・公表）

現地見学会・説明会等の
開催

対話の申込・受付

提案書等の提出

対話の実施

対話結果の公表

H30.3.16

H30.3.29

H30.4.2
～H30.4.13

H30.4.2
～H30.4.13

H30.6.21

H30.4.23
H30.4.25
H30.4.26

対話の結果

出典：恵庭市HP 14



官民対話の例② 習志野市（千葉県）

＜事業主体＞
・習志野市（人口：約17.5万人（R2.8末現在））

大久保地区公共施設再生事業

＜対象施設＞
・図書館、公民館、市民会館、勤労会館

野球場、パークゴルフ場、児童公園、多目的広場

公共施設と公園を一体的に再生

＜事業概要＞

名称 プラッツ習志野（習志野市生涯学習複合施設)

事業方式
PFI（BTO、RO）、
民間付帯事業は定期借地権を設定

契約金額 約７２億円

契約期間 約２２年５か月（H29.3～R21.8）

対象施設
北館（公民館・図書館棟、別棟）
南館
公園、駐車場・駐輪場 出典：習志野市資料から国土交通省作成 15



官民対話の例② 習志野市（千葉県）

構想検討

基本計画策定

事業手法検討

公募要項検討

公募開始

事業者決定

事
業
発
案

事
業
化
検
討

事
業
者
選
定

H28.1 「大久保地区公共施設再生事業基本計画」策定

R1.11 第１期オープン

H28.6 募集要項・要求水準書の公表

H28.12 事業者の選定

H27.5 「大久保地区公共施設再生事業基本構想」策定

H27.9 民間事業者との対話（１回目）※事前に説明会

H28.2 民間事業者との対話（２回目）※事前に説明会

H28.3 実施方針・要求水準書（案）の公表

H28.4 現地見学会の実施
実施方針等に関する説明会
実施方針等に対する質問受付・回答

H28.5 民間事業者との対話（３回目）

H28.7 現地見学会の実施
募集要項等に対する質問受付・回答

H28.9 募集要項等に対する個別質問受付・回答
H28.10 参加表明・提案書の締切

H28.6 提案相談デスクの設置

16出典：習志野市資料から国土交通省作成



官民対話の例③ 三条市（新潟県）

＜事業主体＞
・三条市（人口：約9.6万人（R2.9.1現在））

包括的維持管理業務委託

＜対象施設＞
・道路施設、公園等施設、排水路

インフラ維持管理・運営の改善

＜事業概要＞

包括的民間委託導入の対象区域

事業方式 包括的民間委託

契約金額 １億円（５千万円／年）

契約期間 ２年（H29～H30）

対象施設

道路（市道、橋梁、道路照明灯、
防犯灯、消雪パイプ、街路樹）

公園等施設（公園・駅前広場）
排水路（水路）

対象業務
・相談窓口
・巡回業務
・道路、公園、排水路の維持管理業務

出典：三条市資料から国土交通省作成 17



官民対話の例③ 三条市（新潟県）

構想検討

基本計画策定

事業手法検討

公募要項検討

公募開始

事業者決定

事
業
発
案

事
業
化
検
討

事
業
者
選
定

H27.3 「三条市総合計画」策定

H27.5 「三条市公共施設包括的民間委託検討会」設立 ←建設業団体が参加

H27.11 民間事業者へのアンケート調査を実施
（包括的民間委託への参画意向、参画条件等を把握）
→アンケート調査後、民間事業者へのヒアリングを実施

H28.4 民間事業者向け説明会を実施
H28.7 民間事業者との意見交換会を実施（１回目）
H28.11 民間事業者との意見交換会を実施（２回目）

（包括的民間委託の概要説明および意見聴取）

H29.1 プロポーザル実施要領等の公表
（公募型プロポーザル方式）

H29.4 事業開始

H29.3 事業者の選定

H26.9 「三条市社会インフラ維持管理のあり方に関する検討会」設立

出典：三条市資料から国土交通省作成 18



官民対話の例④ 睦沢町（千葉県）

＜事業主体＞
・睦沢町（人口：約0.7万人（R2.8末現在））

スマートウェルネスタウン拠点形成事業

＜対象施設＞
・道の駅、地域優良賃貸住宅等

道の駅と住宅を一体的に開発

＜事業概要＞

事業方式
PFI（BTO）
健康支援施設についてはBOO

契約金額 約２８億円

契約期間 ２２年９か月（H29.6～R22.3）

対象施設

１）公共施設
・道の駅等（休憩施設、情報発信施設、地域振興

施設、健康支援施設、防災関連施設）
・地域優良賃貸住宅等（地域優良賃貸住宅、

共同施設、道路等）
２）付帯施設

出典：睦沢町資料から国土交通省作成

道の駅「つどいの郷」

スマートウェルネスタウン外観パース

道の駅エリア

住宅エリア

19



官民対話の例④ 睦沢町（千葉県）

構想検討

基本計画策定

事業手法検討

公募要項検討

公募開始

事業者決定

事
業
発
案

事
業
化
検
討

事
業
者
選
定

H26.12 「むつざわスマートウェルネスタウン基本計画」策定

H27.5 PFI法に基づく民間提案を募集

H27.12 「むつざわスマートウェルネスタウン実施計画」策定

R1.9 オープン

H28.10 入札説明書等の公表
入札説明書等に関する個別対話

H28.11 個別対話への回答
H28.12 入札説明書（修正版）の公表

H29.3 落札者の選定

H28.7 実施方針（案）の公表

H28.8 実施方針（案）に関する質問及び意見への回答
実施方針、要求水準書（案）の公表
実施方針等に関する個別対話

H28.9 実施方針、要求水準書（案）に対する回答
個別対話への回答
特定事業の選定

出典：睦沢町資料から国土交通省作成 20



官民対話の例⑤ 紫波町（岩手県）

＜事業主体＞
・紫波町 （人口：約3.3万人（R2.7末現在））

紫波町情報交流館整備事業

＜対象施設＞
・官民複合施設「オガールプラザ」

官民複合施設の整備
＜事業概要＞

官民複合施設「オガールプラザ」

事業方式

公共施設整備：
民間整備＋買取＋賃借

民間活用用地：
事業用定期借地権による貸付

契約金額
公共 ：情報交流館の買取額 約８億円
民間 ：工事費 約１１億円（公共部分含む）
土地賃料：３４８万円／年

事業期間
紫波町とオガールプラザ（株）は３２年間（H23.8～
R25.8）の事業用地定期借地権契約を締結

施設概要

公共：情報交流館（図書館、地域交流センター）、
子育て応援センター

民間：産直紫波マルシェ、眼科クリニック、歯科
クリニック、カフェ、居酒屋、学習塾、事務所

オガールエリア概観

出典：紫波町資料から国土交通省作成 21



官民対話の例⑤ 紫波町（岩手県）

構想検討

基本計画策定

事業手法検討

公募要項検討

公募開始

事業者決定

事
業
発
案

事
業
化
検
討

事
業
者
選
定

H21.2 「公民連携基本計画」策定

H21.10 アイデア提案の募集要領の公表
民間事業者への説明会・質疑応答の実施

H21.11 提案書の受付

H21.12 最優秀提案の決定・公表

H22.5 事業者選定コンペ募集要項の公表
民間事業者への説明会・質疑応答の実施

H22.6 提案書の受付

H22.7 優先交渉権者の決定・公表

H24.6 官民複合施設「オガールプラザ」オープン

H19.8 東洋大との協定により「PPP可能性調査報告書」受領

H19.11 町PPP推進協議会設立 ※全国都市再生モデル調査事業で調査

H21.5 「情報交流館整備ガイドライン」策定

H21.6 オガール紫波㈱設立 ※オガール紫波が町の代理人となり対話
オガール・デザイン会議設置

H20.7 TMOが企業立地研究会を発足、市場調査に対話を実施

H22.3 オガール・デザインガイドライン策定

H22.9 オガールプラザ㈱設立

H23.12 公共部分（情報交流館）の床買取契約締結

出典：紫波町資料から国土交通省作成 22



公募型サウンディング実施前の官民対話

23

・個別に打診

・幅広い民間事業者から、事業化の可能性や参入意欲を聴取

民間事業者の関心が得られないまま公募型サウンディングを実施した場合・・・

十分な参加者が集まらない サウンディングの周知が十分でない場合や事業に対する十分な理解、
興味関心が得られていない場合は、参加者が集まらない可能性がある

本来であれば実施可能なノウハウ・コンテンツを有する事業者がいるに
もかかわらず、否定的な意見ばかり聴取されてしまう可能性がある

事業者から建設的な意見を聴取できない

・公募型のサウンディングを行う前に、検討している事業に対する多
様な民間事業者の関心や理解を得る

・事業化の可能性や参入意欲を聴取

・公募により幅広く参加者を募集

官民対話

公募型サウンディング

目的

特徴

目的

特徴

○ 事業発案段階において、民間事業者の事業に対する理解、興味関心等が得られていないまま公
募型のサウンディングを実施した場合、建設的な意見を聴取できない可能性がある。

○ そのため、公募型サウンディングを行う前に官民対話を実施し、民間事業者から事業に対する関
心や理解を得ることが有効と考えられる。

公募型サウンディングをするためには準備が重要！
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＜対話の対象と意見聴取の視点＞

実施対象（例） 意見聴取の視点

① 類似施設の官民連携事業の実績を有する事業者 事業実績を踏まえた事業の実現可能性や事業実施条件等

② 先進的な取組みを行う事業者
例：飲食、物販、アウトドア関連、社会課題（子育て支援や高齢者

ケア等）に取り組む事業者（官民連携事業の経験は問わない）

事業者の事業領域を踏まえた
事業の発想を膨らませるような意見・アイディア

③ 地元関連事業者 地域活動との連携可能性、官民連携事業化に伴う影響や懸念

④ 現在の指定管理や維持管理の受託事業者 対象事業の現状及び事業における課題

○ 公募型サウンディング実施前の官民対話の対象は、幅広く設定し、事業者の特性を踏まえて意見を聴取する。

項目 概要

現在の指定管理者や維持管理等の受託事業者向けの主な質問事項

利用状況

• 現在の利用状況（混雑状況、空き状況等） ・ 主な利用者の属性（時間別等）

• 中心となる利用団体等 ・ 指定管理者等による自主事業の実施状況、集客状況

• 利用者から寄せられる主な苦情・要望 等

対象事業に係る課題
• 指定管理料、委託料などの適正性に係る意見 ・ 施設・設備の老朽化に係る課題

• 現状、必要性を感じているが、指定管理料や委託料の制約等から実施できていないことの有無 等

その他対話先への主な質問事項

実績・経験等
• 対象事業と類似する事業に係る実績、参考とすべき事例等

• 類似実績において工夫等した点、民間ノウハウを発揮できた点 等

対象事業に係る評価

• 対象事業のバリューアップのポテンシャル（利用者数の増加やコスト縮減、自主事業や収益事業の実施等）に係る意見

• 対象事業以外の事業との包括管理による魅力向上、スケールメリットの享受可能性

• 余剰床や敷地余剰地、隣接公有地等に係る利活用の可能性 等

スキームに係る意見
• 事業範囲に係る要望（特に修繕・改修等に係る部分をどこまで民間事業者が実施するか等）

• 想定される事業手法（PFI、指定管理、業務委託、定期借地権等）

参入可能性
• 事業化された場合の参入意欲（ぜひとも参加したい、条件によっては参加したい、参加は困難等の別）及びその理由

• 参加意欲を高めるための事業条件上の要望 等

＜主な質問項目例＞

公募型サウンディング実施前の官民対話



民間事業者提案事業の試験的な実施

トライアル・サウンディング

民間事業者に検討対象となる公共施設を暫定的に使用してもらい、民間事業者の提案事業を
試験的に実施する機会を提供するもの。

団体 対象施設
募集時期

（実施可能期間）
１提案に対する

使用期間
実績

常総市 水海道あすなろの里 H31.4.1～R2.3.31 市が許可した期間 「かけっこキャンプ」等４件

津山市

グリーンヒルズ津山 R1.8.5～R3.3.15 １日～１ヵ月程
トレーニングイベント（１日間）、子どもを対象と
した遊びイベント（ひみつ基地等）（１日間）

阿波こぶしアリーナ、
阿波児童館、農産加工施設

R1.11.28～R2.1.31
(R1.11.28～R2.3.31）

最短1ヵ月
～R2.3.31

ー

市役所正面玄関前 R2.5.11～9.30 １日～１ヵ月程 ー

富山市 富山城址公園
R1.8.9～9.20

（R1.10.16～12.27）
１～14日

終日ピクニックイベント（２日間）、冬のアウトド
アイベント（３日間）

須坂市 臥竜公園
R1.9.3～R2.21

（R1.10.1～R2.3.31）
１日～１ヵ月程

（土日祝日のみ可）
飲食提供を伴うイベント、アウトドアキャンプの
ワークショップ

南城市 南城市庁舎等複合施設 R2.2.18～12.28 １日～１ヵ月程
朝ヨガ、相談ブース、フリーマーケット等９件
（R2.7時点）

沼田市
サラダパークぬまた、
天狗プラザ

R2.6.9～R3.2.28 １日～１ヵ月程 ー

郡山市 開成山公園
R2.8.3～9.4

（R2.10.1～10.31）
協議の上、決定 ー

実施事例

各団体の公表資料等から国土交通省作成
25



民間事業者提案事業の試験的な実施

26

• 現地見学会
• 事前相談

• 事業者への通知
• 実施に向けた事前協議

• 提案要件の検討
• 評価の枠組みの検討
• 広報

• 事業者へのヒアリング
• 実施結果の公表

• 実施結果のとりまとめ
• 検討した条件の抽出

限定的なコストで、対象施設での官民連携
事業に関する市場性・事業性・ニーズにつ
いて、判断材料が得られる。
（例：利用者数、売上、費用 等）

本格実施に向けて整理すべき課題が明ら
かになる。
（例：参画条件、公募条件 等）

事業（イベント）に参加した関係者の官民連
携事業に対する機運を醸成するとともに、
官民での連携方策や民間事業者同士での
マッチング等、事業の可能性が広がる。

事業者に費用負担等の一定のリスクが発
生することから、本当に意欲のある事業者
を発掘することができる。また、事業者の能
力やノウハウの高さをより正確に測ること
ができる。

～トライアル・サウンディングの進め方（例）～

※あくまで一例であり、「実施結果の公表」等は官民で協議した上で
行うことが望ましい。

事前準備

事業者の募集

トライアル・サウンディング
実施

実績報告

公募条件等の検討

提案審査

～トライアル・サウンディングのメリット～



民間事業者提案事業の試験的な実施 （留意点）

項目 具体的な留意点と示唆（例）

提案の自由度確保

• 事業実施可能なエリアや時間を広く・長く確保することで、自由度の高い柔軟な体制を整
備する必要がある。

• 一方で、「そもそものコンセプトが合わない」等の事態を回避するために「行政が何をしたい
か」「行政財産として制約がある中で何が実施可能・不可能か」等を整理する必要がある。

適切な費用負担

• 現状は「事業にかかる費用は民間事業者が負担する」、「行政財産の利用に係る料金につ
いては、免除または減免する」という事例が多い。

• 一方で、行政が一定程度の費用を負担したトライアル・サウンディング実施等についても
検討の余地はあり、十分に協議する必要がある。

適切なリスク分担

• 事業者がリスクコントロール可能な十分な準備期間や、事前の情報提供が必要である。
• 現状は「事故・事業中断等の責任の所在は事業者が負担する」という事例が多い。

• 一方で、新型コロナウイルス等の不可抗力に起因する事業中断に関する取扱いを含めて、
十分に協議する必要がある。

• 事業者の提案が、トライアル・サウンディング実施により市場性がなかったと判断され、事
業化とならなかった場合であっても、段階的、試験的な官民連携の導入による事業者の意
欲維持のための検討が必要である。

事業実施プロセスへの反映

（民間事業者のインセンティブ）

• トライアル・サウンディングに参画し、リスクを負って参画に意欲を示している団体を、本格
的な事業実施するフェーズにおいて優位に評価する等、プロセス面での工夫についても十
分に検討する必要がある。

• 一方で、契約の公平性を担保することにも留意が必要である。

適切な官民の協力体制

• トライアル・サウンディングの実施に関する積極的な広告・周知面の支援、市民に理解して
もらうための説明等、行政が担うべき役割を果たすことが重要である。

• 「暫定利用をお願いしたから丸投げ」ではなくトライアル・サウンディングの成果を高めるた
めの関わり方や、官民双方の歩み寄り、継続的な対話が重要である。 27

○ 留意点を官民双方が認識し、十分に検討や協議を実施する必要がある。



効果的な官民対話への示唆

28

地方公共団体への示唆

＜民間事業者が求める基本情報＞

地方公共団体の基本方針、事業目的

施設に係る情報

• 交通アクセスや立地状況
• 諸元（築年数、規模、面積、耐震性等）
• 収支情報（過去３年程度）
• 存在する法的制約

これまでの検討経緯

今後のスケジュール

地方公共団体として工面できる事業費の想定

庁内、議会、地域住民、関係機関との合意形成状況 等

行政からの具体的な情報開示がない限り、民間事業者からアイデアを引き出す
ことは困難です。

※ 官民対話において、民間事業者が必要とする情報は、相談する案件の方針や計画、事業手法等に
よって変わります。



効果的な官民対話への示唆

29

地方公共団体への示唆

（１）官民対話に向けた示唆

具体的な情報の開示を！

本気度の提示を！

（２）通常業務の取組みに向けた示唆

アンテナを高くして、積極的に情報収集を！

民間事業者とのつながりを大切に！



官民対話について公表している資料

30

地方公共団体のサウンディング型市場調査の手引き

地域プラットフォームの取組から得られた「円滑な官民対話」のポイント

（令和元年10月更新 国土交通省総合政策局）

（令和２年１月更新 国土交通省総合政策局）

ＰＰＰ事業における官民対話・事業者選定プロセスに対する運用ガイド

（平成28年10月 内閣府・総務省・国土交通省）

地方ブロックプラットフォーム サウンディングＨＰ

（国土交通省総合政策局）

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_fr1_000053.html

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_tk1_000015.html

PPP／PFI事業を促進するための官民間の対話・提案 事例集

（平成27年6月 国土交通省総合政策局）

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_fr1_000006.html



まとめ

官民対話の時期・手法は様々であり、各々の
自治体にとって最適な官民対話の方法を確立
していくことが重要。

地域の実情に応じて実施手順・方法を工夫し
ていくことが必要。

31



※国土交通省や事務局が複数の地方公共団体に出向いて、周辺団体の案件も含めて、個別相談を実施すること

令和２年度ブロックプラットフォームサウンディングの概要

（参考）令和元年度東北ブロック サウンディングの様子

【サウンディングブースのイメージ】

傍
聴
席

相談者（自治体等） 事務局

提案者・助言者（民間事業者等）

傍
聴
席

○ブロックプラットフォーム サウンディングの流れ

地方公共団体等に対し、サウンディングを
行いたい案件を募集

サウンディングの実施
１案件ごとに、地方公共団体と、当該案件に助
言等を行う民間事業者が一同に会し、意見交換

応募案件を公表し、助言等を行う民間事業者を
募集

○開催までの流れ

１１、１２月 R３年１、２月

案件募集
報道発表
8/3（月）

申込期限
10/16（金）

サウンディング
セミナー
9/30（水）

・サウンディングまで
の準備や自治体と
して持つべき態度等
について説明

サウンディング
実施

案件数に応じて、
「プッシュ型支援※」

に変更

ヒアリング

・有意義なサウンディ
ングとするために、コ
ンサルタント等のヒア
リングにより、当日資
料の熟度を向上

参加事業者募集
（アピールタイム含む）

11月下旬

・案件概要、様式を国交省HPに掲載し、関心のある民
間事業者を募集

・民間事業者から案件に対する事前質問を受付
・自治体職員に対して官民連携事業の実績等を説明
いただく「アピールタイム」に参加する民間事業者を
募集

８月 ９、１０月

32



令和２年度サウンディングの実施スケジュール

33

ブロック 開催日程 開催地 会場（予定）

北海道 令和3年 1月19日 (火) 札幌 北海道建設会館

東北 令和3年 1月21日 (木) 仙台 フォレスト仙台

関東 令和3年 1月22日 (金) 東京 TKP新橋カンファレンスセンター

北陸 令和3年 1月27日 (水) 金沢 TKP金沢新幹線口会議室

中部 令和3年 1月29日 (金) 名古屋 ウィンクあいち（愛知県産業労働センター）

近畿 令和3年 2月2日 (火) 大阪 TKPガーデンシティPREMIUM大阪駅前

中国 令和3年 1月20日 (水) 広島 広島ＹＭＣＡ国際文化センター

四国 令和3年 2月12日 (金) 松山 松山市総合コミュニティセンター

九州・沖縄 令和3年 2月10日 (水) 熊本 くまもと県民交流会館パレア

申込期限
2020年

10月16日(金)
17時まで

Webサイト（https://ppp-platform.net/sounding_list.php）

から参加を希望するブロックを選択し、案件を御登録ください。

○ 開催場所・日時 （現時点の予定）

○ 案件の登録方法



■ R１年度は、民間事業者のアピールタイムを設けることで、官民双方向の対話とする
意識を醸成

R１年度は延べ３６社に登壇いただき、３２２名の自治体担当者が参加

（参考） 令和元年度サウンディングの実施状況

34

■ 全国６会場で開催し、71自治体から84件の応募
H３０年度：平均１３．５件/会場 ⇒ R１年度：平均１４．０件/会場

■ 地域事業者への声かけを強化し、参画民間事業者が増加
H３０年度：平均５．８社/件 ⇒ R１年度：平均６．２社/件

【事業分野】開催地 開催日 会場 案件数
参加

事業者数

東北 11月25日（月） フォレスト仙台 18件
（14自治体）

108社
（6.0社/件）

関東 12月5日（木） TKP東京駅日本橋カ
ンファレンスセンター

15件
（13自治体）

138社
（9.2社/件）

中部 12月2日（月） ウインクあいち 12件
（10自治体）

104社
（8.6社/件）

近畿 11月26日（火） TKP大阪本町カン
ファレンスセンター

21件
（18自治体）

78社
（3.7社/件）

中国 11月29日（金） 岡山国際交流セン
ター

6件
（6自治体）

32社
（5.3社/件）

九州・
沖縄

11月22日（金） 福岡県中小企業振
興センター

12件
（10自治体）

64社
（5.3社/件）

公園
21%

未利用地
14%

公共施設
36%

学校跡地
5%

公営住宅
5%

その他
19%

※庁舎、温浴施設、給食センター等



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ご清聴ありがとうございました。

（ＰＰＰ／ＰＦＩ全般に関するお問合せ先）

国土交通省総合政策局社会資本整備政策課

HP ： http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/index.html

Tel ： 03-5253-8981

E-mail： hqt-PPP_PFI@gxb.mlit.go.jp


